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日本の機能性化学産業は、技術力で勝ち続けられるのか 

 
○赤堀陽介（東京理科大学） 

 
1. はじめに 

これまでは石油化学を基に日本の化学企業が自社の強みとする技術力を利用して、機能性化学品の事

業領域を構築してきた。その結果、数十～数千億円規模の小さな市場群を形成し、それぞれの分野で大

きなシェアを占有するニッチプレーヤの産業構造ができた。しかしながら、石油化学から脱炭素化へと

大きくパラダイムシフトが進むことで、これまで強みであった産業構造が弱みとなる可能性がある。本

研究では、機能性化学産業の高い収益性の要因を明らかにし、技術の情報交流を中心概念とした新しい

時代に即した日本化学産業の成長戦略を提案する。 
 
2. 化学産業の現状把握 

日本の化学産業の経済規模（化学工業出荷額）は、中国、アメリカに次ぐ、第 3 位であり、国内産業

と比較すると、出荷額は 44 兆円で製造業全体の 14%を占めており、輸送用機器具産業（主に自動車産

業）に次いで第 2 位の産業規模である[1]。こ

のように日本の化学産業は製造業全体の中で

各種産業に素材提供者として大きな役割を果

たしており、国内外に確固たる地位を構築し

ている。また、国内産業別の労働生産性におい

ても、化学産業は、他の製造業の中で唯一、米

国の生産性水準を上回る高い生産性を有して

いる（Fig.1-1）[2]。一方、国内大手化学メー

カの世界の化学企業（医薬品を除く）売上高ラ

ンキングは、三菱化学 HD の 8 位が最高位で、

住友化学 17 位、三井化学 25 位であり、概し

て日本の化学企業の売上高は国際的には小さ

く、また営業利益が低いことが知られている

[3]。そこで本研究では、まず初めに化学産業

が有する高い生産性の要因に関して分析を行

った。 
 

3. 化学産業の生産性分析 

分析は、国内の化学・電気機器・自動車産業の企業の全要素生産性(TFP)比較を行った。TFP の算出

は以下の式を用いており、生産量は売上から売上原価を差し引くことで、また全生産要素投入量は人件

費と設備投資費を足し合わせたものを使用した。[4] 
 

  全要素生産性�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇� � 生産量

全生産要素投入量
� 売上高 �売上原価

人件費�減価償却費
 

 
 得られた TFP を連結従業員数ごとにプロットした結果を Fig.3-1 に示している。また、領域ごとの存

在費を比較するために、TFP の閾値として 0.5、従業員数の閾値を 30,000 人とした 4 つの領域での比

較を行ったところ、化学産業は A 領域の企業が全体の 80%を占めており、他の産業より生産性の高い

中堅メーカが多く存在することがわかった。次に、各産業の投入量と生産量の関係を明らかにするため

に Cobb-Douglas 生産関数を用いた分析を行った。 
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Fig. 2-1 産業別生産性（1 時間あたり付加価値）[2] 
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Cobb-Douglas 生産関数は、下記の式で表される。 

 
� � ���𝐾𝐾�・・・・（１） 

 
ここで、Y は生産量、L は労働力、K は資産、αは資本限界生産性、βは労働限界生産性、A は技術

水準を示している。また式（１）の両辺の対数をとり、以下のように式を変形した。 
 
����� � �� ��� � � � ����� � � � ���𝐾𝐾�・・・（２） 

 
式（２）を用い、Y を被説明変数、L、K を説明変数として回帰分析を行った結果を Table 3-2 に示

す。規模の経済性を示すα+βの値は、化学と電気機器がいずれもおおよそ「１」となったことから“収

穫一致”、つまり規模に対して生産効率が一定であることがわかった。また、技術水準（A）は自動車と

比較して高い水準にあり、総じて電気機器と酷似した生産要素を有した産業であることが分かった。 

 
そこで化学と電気機器に関して、より詳細な分析を行うため限界生産性の比較を行った。ここでは労

働の限界生産（MPL）および資本の限界生産性（MPK）は、式（１）をそれぞれ労働力（L）、資本（K）

で微分することで算出した。 

  
FFiigg..  33--11  企企業業別別労労働働生生産産性性  
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TTaabbllee  33--22  各各産産業業のの資資本本分分配配率率（（αα））、、労労働働分分配配率率（（ββ））おおよよびび技技術術水水準準（（AA））  
 
化学   電気機器   自動車  
α 0.33  α 0.34  α 0.62 
β 0.70  β 0.70  β 0.58 
α+β 1.03  α+β 1.04  α+β 1.20 
A 2.34  A 3.41  A 0.15 

収穫一致               収穫一致                収穫逓増 

拡拡大大  

TTaabbllee  33--11  各各領領域域ににおおけけるる分分類類  
 
化学   電気機器   自動車  
A:44 社 C:4 社  A:53 社 C:14 社  A:7 社 C:11 社 
B:6 社 D:1 社  B:38 社 D:5 社  B:27 社 D:3 社 
        
A:80% C:7%  A:48% C:13%  A:15% C:23% 
B:11% D:2%  B:35% D:5%  B:56% D:6% 
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化学と電気機器の限界生産曲線の比較では、化学の限界生産性は電気機器の限界生産性と比較して小

さいことがわかった。これは、同じ資本量（MPK）で両者の労働量（MPL）を比較した場合、化学の方

が少ない労働量で同等の生産量を達成できることを意味しており、電気機器と比較して化学の方が一人

当たりの生産性が高いことを意味している。この結果から、規模の経済を有していない国内中堅化学メ

ーカが国際的に高い生産性を示す生産要素を見出すことができた。 
このような特徴を持つ中堅化学メーカを調査したところ、情報・電子分野、自動車・航空機などにお

ける機能性材料のサプライヤーであり、例えば、液晶ディスプレー用偏光板フィルム、フォトスペーサ、

シリコンウェハー、各種半導体材料、リチウム電池材料など、ニッチな領域において高い収益性と世界

シェアを有している。このように中堅化学メーカは、自社の強みとする技術力を基に、機能性化学品と

いう新しい事業領域を構築しており、数十億円~数千億円規模の市場群を形成している[5]。次項では、

この機能性化学産業が抱える問題点について議論を進める。 
 
4. 機能性化学産業が抱える問題 

 機能性化学産業が抱える問題として、多過ぎる企業数、細かすぎる分業構造が挙げられる[6]。つまり、

日本の化学の産業構造は、原油精製企業から供給される原料を複数の総合化学メーカが使用し、その後

に数多くの化学メーカへと供給され、その後は、さらに数多くの加工メーカを介して、各需要産業へと

供給されている。対して、米国においては、デュポン、ダウ・ケミカルといった大手企業が直接もしく

 
 

FFiigg..  33--22  化化学学とと電電気気機機器器のの限限界界生生産産曲曲線線  
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FFiigg..  44--11  日日本本とと米米国国のの産産業業構構造造のの違違いい  
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は子会社を通じて、各需要産業に製品供給を行っている。このような細かい分業構造は、きめ細かいニ

ーズには対応には強みとなるものの、情報の流れの観点からは弱みとなる。特に、石油化学から脱炭素

化へと大きくパラダイムシフトが進み。市場ニーズが急速かつ大きく変化する中においては、大きなデ

メリットとなると考えている。そこで次項では、このデメリットを解消するための化学産業情報交流シ

ステムの可能性について述べる。 
 
5. 化学産業情報交流システム 

多くの企業が政府方針に沿って脱炭素化の取組を始めているが、排出量をどのように算定し、削減す

るかということに頭を悩ませている。また仮に正確に排出量を算定できたとしても、素材から製品まで

に細かい分業された産業構造においては情報交流が乏しいため、サプライチェーン全体の数値を正確に

把握することは難しく、エンドユーザは LCA（Life Cycle Assessment）の観点から競争力のあるサプ

ライヤーを選定することができない。そこで、近年では LCA を可視化するプラットフォームの取組が

提案されている。 
ペントランドの「ソーシャル物理学」（2015）[7]では、エンゲージメント（集団知）を増幅させるこ

とで生産性を上げることができ、また新しい「アイデア（情報）」を探すプロセスにより、多様な人々か

ら形成されるソーシャルネットワークを構築し、その中を動き回り、外部からのアイデアを取り入れる

ことで、より革新的なアイデアを生み出すことができる、としている。現在提案されている LCA の可

視化プラットフォームは、産業全体の

集団知を増幅させることができ、さら

に日本特有の細かい分業構造にマッ

チしたシステムの一つと考えている。

発表の場では、より深く考察した結果

を報告し、新しい時代に即した化学産

業独自の成長戦略を提案する予定で

ある。 
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